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在宅介護実態調査結果の概要と調査結果からみえる課題

(1) 在宅限界点の向上のための支援・サービスの提供体制の検討

○ 要介護認定を受けている方でも、４人に１人以上が単身世帯となっています。また、要介護度が高いほど

「施設等への入所・入居を検討あるいは申請している人」が多くなっていますが、要介護３以上でも

44.8％の人が自宅での生活継続の意向があります。また、今後の介護の意向では、自宅での介護を望む人

が約６割となっています。心身の状態にかかわらず希望に応じて自宅での生活を続けられるよう、今後の

人口や要介護認定者の推計を踏まえ、在宅サービスの整備について検討していく必要があります。

【世帯類型】

【要介護度別・施設等検討の状況】

【今後どのような介護を受けたいか（単数回答）】

26.9% 32.2% 39.5% 1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=665)

単身世帯 夫婦のみ世帯 その他 無回答

84.9%

81.0%

44.8%

13.0%

12.2%

18.8%

2.1%

6.8%

36.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援１・２(n=238)

要介護１・２(n=221)

要介護３以上(n=165)

検討していない 検討中 申請済み

15.6%

44.8%

15.2%

17.7%

6.6%

0% 20% 40% 60%

なるべく家族のみで、

自宅で介護してもらいたい

介護保険制度のサービス

（ホームヘルパー等）や

福祉サービス等を活用しながら

自宅で介護してもらいたい

施設や病院などに

入所（入院）したい

わからない

無回答

合計(n=665)

資料３
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○ 要介護度が高いほど、排泄や食事の介助、屋内の移乗・移動などを不安に感じる介護者が多くなっていま

す。要介護度が重度になった場合に主な介護者の在宅での介護負担を軽減するためには、これらの点に対

応できるような支援体制の構築やサービス整備を進めていくことが重要です。

【要介護度別・介護者が不安に感じる介護】

6.7%

14.2%

1.7%

29.2%

0.8%

6.7%

7.5%

52.5%

6.7%

16.7%

6.7%

24.2%

30.0%

11.7%

3.3%

4.2%

3.3%

18.4%

36.8%

6.1%

38.0%

6.1%

4.9%

11.0%

28.8%

12.3%

37.4%

5.5%

21.5%

16.0%

8.0%

6.7%

3.7%

0.0%

34.7%

41.5%

17.8%

32.2%

6.8%

6.8%

16.1%

17.8%

7.6%

33.1%

5.1%

5.9%

5.9%

6.8%

3.4%

5.9%

1.7%

0% 20% 40% 60%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

要支援１・２(n=120) 要介護１・２(n=163) 要介護３以上(n=118)
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(2) 仕事と介護の両立に向けた支援・サービスの提供体制の検討

○ 今後の仕事の継続意向について、“続けていける”人が約７割、“難しい”人が 12.4％となっている。フル

タイム勤務で働いている主な介護者のうち、約３割が要介護３以上の重度者の介護をしています。また、

フルタイム勤務でも約５割の人がほぼ毎日介護をしていますが、34.9％が介護保険サービスを利用してい

ません。介護保険サービスを利用していない理由として、サービスを受けたいが手続きや利用方法がわか

らないという意見が約１割となっています。介護者の負担軽減のためにも、希望に応じてサービス利用に

つながるよう、相談窓口や手続き方法等の周知が必要です。

【主な介護者の就労継続の可否に係る意識（単数回答）】

【就労状況別・要介護度】

【就労状況別・家族等による介護の頻度】

【就労状況別・★介護保険サービス利用の有無】

19.8% 48.6% 7.9%

4.5% 3.4%

15.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=177)

問題なく、続けていける 問題はあるが、何とか続けていける
続けていくのは、やや難しい 続けていくのは、かなり難しい
わからない 無回答

29.9%

33.3%

25.8%

25.3%

17.8%

19.6%

14.9%

24.4%

22.5%

16.1%

15.6%

16.3%

6.9%

4.4%

9.1%

6.9%

4.4%

6.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フルタイム勤務(n=87)

パートタイム勤務(n=90)

働いていない(n=209)

要支援１・２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

0.0%

0.0%

0.0%

13.8%

11.1%

9.6%

23.0%

20.0%

8.1%

12.6%

11.1%

11.0%

50.6%

57.8%

71.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フルタイム勤務(n=87)

パートタイム勤務(n=90)

働いていない(n=209)

ない 週1日以下 週1～2日 週3～4日 ほぼ毎日

65.1%

61.1%

75.7%

34.9%

38.9%

24.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フルタイム勤務(n=86)

パートタイム勤務(n=90)

働いていない(n=206)

利用している 利用していない
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○ 離職した人の理由では、勤務状況や時間的・精神的負担の回答が多くなっています。また、再就職・復職

を希望した人の中ではできなかった人が多くなっています。介護者の時間的、精神的な負担を軽減するこ

とで、就労の継続に効果がある可能性があります。

【離職のもっとも大きな理由（単数回答）】

【再就職・復職の有無（単数回答）】

18.9%

21.6%

18.9%

16.2%

5.4%

2.7%

5.4%

2.7%

0.0%

5.4%

2.7%

0% 20% 40%

十分に介護したかったから

介護するために目が離せなかったから

融通の利く勤務形態ではなかったから

精神的に余裕がなかったから

介護者の健康状態が悪化したから

両立する自信がなかったから

介護するために遠距離を移動しなければ

ならなかったから

介護サービスが十分に

受けられなかったから

介護サービスなどの受け方が

分からなかったから

その他

無回答

合計(n=37)

8.3% 29.2% 58.3% 4.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=24)

できた できなかった

希望しなかった 無回答
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(3) 保険外の支援・サービスを中心とした地域資源の整備の検討

○ 多くの支援・サービスにおいて、現在の利用状況に比べて在宅生活の継続に必要と感じる割合が多くなっ

ています。また、支援・サービスの種類によって、要介護度別の利用状況や在宅生活継続のためのニーズ

が異なっています。現在保険外の支援・サービスを利用していない人は４～５割程度となっていますが、

在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービスはないと回答した人は５％未満となっており、利用状況と

利用意向に乖離がある状況がわかります。本人の状況に応じて必要な支援やサービスを利用できるよう、

体制の整備や情報の周知方法を検討していくことで、在宅生活の継続に効果があると考えられます。

【保険外の支援・サービスの利用状況】 【在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス】

19.6%

16.9%

9.4%

11.4%

4.7%

24.7%

12.5%

23.9%

4.7%

9.4%

24.3%

20.4%

3.1%

27.1%

4.7%

8.6%

17.3%

16.5%

8.9%

19.4%

7.2%

16.5%

9.3%

20.7%

1.7%

4.6%

21.1%

12.2%

3.8%

29.5%

4.6%

11.4%

11.6%

11.0%

9.3%

23.3%

9.9%

9.3%

5.8%

23.3%

1.7%

2.3%

16.3%

8.7%

3.5%

33.7%

1.7%

15.1%

0% 20% 40% 60%

在宅高齢者等配食サービス事業

緊急通報体制等整備事業

寝具洗濯乾燥消毒サービス事業

家族介護用品支給事業

（紙おむつ等）

生活管理指導短期宿泊事業

買い物・調理・掃除などの

生活支援

ゴミ出しの支援

移送サービス

（介護・福祉タクシー等）

住民主体の集いの場

ふれあいサロン

外出同行（通院）

外出同行（買い物など）

その他

利用していないため、わからない

必要なサービスはない

無回答

要支援１・２(n=255) 要介護１・２(n=237) 要介護３～５(n=172)

3.5%

3.1%

0.4%

1.2%

0.4%

12.2%

5.1%

5.9%

3.9%

14.9%

12.9%

17.3%

8.2%

43.9%

9.4%

11.0%

3.4%

0.8%

3.0%

0.8%

9.7%

5.1%

4.2%

2.1%

5.9%

10.5%

6.8%

5.5%

51.5%

8.9%

1.7%

0.6%

3.5%

17.4%

1.2%

2.3%

2.3%

12.8%

1.7%

1.7%

7.0%

2.9%

7.0%

49.4%

12.2%

0% 20% 40% 60%

在宅高齢者等配食サービス事業

緊急通報体制等整備事業

寝具洗濯乾燥消毒サービス事業

家族介護用品支給事業

（紙おむつ等）

生活管理指導短期宿泊事業

買い物・調理・掃除などの

生活支援

ゴミ出しの支援

移送サービス

（介護・福祉タクシー等）

住民主体の集いの場

ふれあいサロン

外出同行（通院）

外出同行（買い物など）

その他

利用していない

無回答

要支援１・２(n=255) 要介護１・２(n=237) 要介護３～５(n=172)
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(4) 将来の世帯類型の変化に応じた支援・サービスの提供体制の検討

○ 単身世帯でも２割以上が要介護３以上の重度者となっています。また、単身世帯のうち 66.3％が施設等へ

の入居・入所を検討していません。単身世帯、夫婦のみ世帯では約４割が家族等から介護を受けていない

ため、支援・サービスが必要となる可能性があります。

【世帯類型別・要介護度】

【世帯類型別・家族等による介護の頻度】

【世帯類型別・施設等検討の状況（全要介護度）】

47.8%

38.8%

30.8%

30.3%

36.9%

38.8%

21.9%

24.3%

30.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単身世帯(n=178)

夫婦のみ世帯(n=214)

その他(n=263)

要支援１・２ 要介護１・２ 要介護３以上

38.9%

39.0%

21.8%

9.7%

8.8%

7.5%

15.4%

11.7%

6.3%

8.0%

8.3%

6.3%

28.0%

32.2%

57.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単身世帯(n=175)

夫婦のみ世帯

(n=205)

その他(n=252)

ない 週1日以下 週1～2日 週3～4日 ほぼ毎日

66.3%

75.5%

75.0%

19.8%

13.3%

11.7%

14.0%

11.2%

13.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単身世帯(n=172)

夫婦のみ世帯(n=196)

その他(n=248)

検討していない 検討中 申請済み
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(5) 医療ニーズの高い在宅療養者を支える支援・サービスの提供体制の検討

○ 医療面での対応を行っている主な介護者は 1割を超えています。また、要介護度が高いほど訪問診療の利

用割合が高い傾向がみられます。在宅医療サービスの利用意向は、65.6％となっています。今後の中重度

要介護認定者数の推計を勘案し、在宅での医療ニーズに対応できるよう体制整備について検討していく必

要があります。

【要介護度別・主な介護者が行っている介護】

【要介護度別・訪問診療の利用割合】

【在宅医療サービスを利用して自宅での生活を継続したいと思うか（単数回答）】

15.6%

14.3%

16.6%

22.1%

17.9%

29.7%

21.8%

73.3%

42.1%

26.2%

14.0%

66.4%

79.8%

66.7%

6.9%

0.0%

4.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

わからない

無回答

合計(n=435)

5.1%

11.5%

17.6%

12.8%

24.1%

35.6%

54.8%

94.9%

88.5%

82.4%

87.2%

75.9%

64.4%

45.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援１(n=117)

要支援２(n=130)

要介護１(n=119)

要介護２(n=109)

要介護３(n=87)

要介護４(n=45)

要介護５(n=31)

利用している 利用していない

65.6% 25.0% 9.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体(n=665)

思う 思わない 無回答
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○ 在宅歯科診療を利用したことがある人は 7.5％にとどまっており、利用していない人の理由として、在宅

歯科診療を知らなかったとの回答が約３割となっています。在宅歯科診療の利用についても情報の周知が

必要となっています。

【在宅歯科診療の利用の有無（単数回答）】

【在宅歯科診療を利用していない理由（複数回答）】

7.5% 87.4% 5.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体(n=665)

ある ない 無回答

28.7%

8.6%

10.2%

5.2%

52.7%

5.3%

11.7%

4.3%

0% 20% 40% 60%

在宅で歯科診療ができることを知らな

かったから

看てくれるかかりつけの歯科医師がい

ないから

利用するための申請方法等が分から

ないから

相談先が分からないから

通院できるから

その他

特に理由はない

無回答

合計(n=581)
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(6) その他の項目について

○ 本人の年齢が80歳代及び90歳代では、主な介護者の約３割が70歳代以上となっています。また、本人の

年齢が 70 歳代では主な介護者の６割以上が 70 歳代となっており、本町においても老々介護の現状がみら

れます。社会的孤立や身体的・精神的負担増加を防ぐために、見守り等のネットワーク構築や、必要な支

援・サービスにつながるよう、相談窓口や介護に関する情報の周知方法の検討が重要と考えられます。

【本人の年齢別・主な介護者の年齢】

○ 今後の在宅生活継続のために必要な支援として、ショートステイや宿泊サービスのニーズが最も高くなっ

ています。また、訪問診療や通所サービスのほか、送迎のサービスニーズも高くなっています。今後の支

援・サービスを検討するにあたっては、介護サービスのみならず、地域での生活を支える支援・サービス

のあり方について、地域との連携を進めながら検討していく必要があります。

【ずっと自宅で暮らし続けるために必要な支援（複数回答）】

12.5%

0.0%

1.5%

0.0%

12.5%

17.2%

4.6%

1.1%

0.0%

14.0%

31.4%

17.2%

62.5%

6.5%

30.9%

51.7%

12.5%

52.7%

9.3%

21.8%

0.0%

9.7%

22.2%

8.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

65歳未満(n=0)

65～69歳(n=8)

70歳代(n=93)

80歳代(n=194)

90歳以上(n=87)

40歳未満 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上

55.0%

48.6%

47.5%

35.5%

47.8%

42.3%

35.9%

30.1%

39.7%

3.9%

7.8%

0% 20% 40% 60%

必要な時にいつでもショートステイや宿泊サービ

スが利用できること

自宅に医師が訪問して診療してくれること

デイサービスなどの通所サービスを必要な時に利

用できること

金額を気にせず、必要なだけサービスを利用でき

ること

通院などの際の送迎サービスを利用できること

介護をしてくれる家族がいること

夜間や休日にも自宅で介護や看護のサービスを

受けられること

配食サービスが受けられること

緊急時などに必要な見守りを受けられること

その他

無回答

合計(n=665)


